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戦略研究の成果の概要

チームリーダー：牛島 健
サブリーダー ：石井 旭、平石 学、金子 剛、桒野 晃希

成果発表１

【研究期間】令和2～６年度

【担当機関】建築研究本部（北総研）
農業研究本部（中央・十勝農試・北見農試）
森林研究本部（林業試）
産業技術環境研究本部（工試・エネ環地研）

【共同研究機関】北海道大学 北海道科学大学

【協力機関】道庁総合政策部、北海道運輸局、北海道開発局
下川町、富良野市、芽室町 等

戦略研究(地域第２期）研究課題
「持続可能な農村集落の維持・向上と新たな産業振興に向けた対策手法の確立」

・新増田レポートでは道内179市町村のうち117が消滅可能性都市

・人口推計を上回るスピードで人口減少が進む市町村

参考:｢国土のグランドデザイン２０５０｣1km2毎の地点(メッシュ)別の将来人口の試算について(平成26年7月4日、国土交通省)を活用し北総研作図
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背景①：人口減少

資料４



2025/3/12

2

◎必ずしも人口増加・成長を前提としない指標化の動き
（たとえば、デジタル庁のwell-being指標）

◎人口減少を前提とした持続可能な地域づくり
（たとえば、地域運営組織に関わる取り組みなど）

デジタル庁の「地域幸福度well-being指標ダッシュボード」
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背景②：人口減少を前提とした地域づくり

地域運営の隙間を埋める主体が必要

地域の仕事をその主体にうまくわたす方法・枠組みが必要

地
域
の
仕
事
に
必
要
な
労
力
の
規
模

【そだてる】【タネをまく】

変革期

10年 20年5年

移行期 安定・成熟期
【自立経営する】

地域運営を担う
新たな体制を
どうつくるか民間ビジネス

公助

共助

自助

地域運営を担う新たな体制

公共交通
（赤字補填）

小規模インフラ
の管理

各種地域施設
指定管理

など

運転者の
高齢化

高齢者
見守り 地域の

困りごと

域内産業

地域運営の
仕事をどうやって

わたすか
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背景③：これからの地域運営
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過疎化・高齢化が進む北海道の農村集落における典型的な問題

地域の自賄いによって
水供給を維持する

ヒトとモノの「統合輸送」によって
交通・物流サービスを補う

地域のサービスを担う新たな共助主体をつくる

「フレイル」をできる限り防ぐ

①：過疎化によって地域から各種サービスが失われる ②：住民の高齢化

集落が最後の1人に
なっても水供給は
廃止できない
↓

過疎化しても維持
できる水インフラ
管理の在り方提示
が必要

交通も物流も単独では事業維持困難
↓

地域の移動資源をフル活用した統合
輸送システムの提示が必要

一度、「要介護」状態
になると回復は困難
↓

「要介護」状態に至る
前兆（フレイル）を自
動検知する仕組みの開
発が必要

主体不在のままで地域は沈没
↓

新たな主体形成の方法提示が必要

④：地域人材不足で、対策の企画づくりそのものも難しくなる

住民の新たなチャレンジを支援
↓

コミュニティビジネスの起業支援

行政の新たな事業を支援
↓

コンサルティング手法

③：地域課題に取り組む主体が不在

市町村職員が主導、住民らの主体的な地域運営につなげる
『地域運営実践ガイド』を作成

自治体と地域住民の産業づくりについて具体的な支援方法の提示が必要

小課題1-1

小課題1-2

小課題1-4

小課題1-3

小課題2-1 小課題2-2
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暮らしと産業の好循環による安心して豊かに暮らし続けられる自立した地域を形成

ヒト モノ
集荷場 移動先

ヒト・モノ交通システム

起業支援ツールの検討

1.生活環境の維持･再編に関する研究

地域の自立に向けた自助・公助・共助の展開

地域水インフラ

医療機関
社協

家族(町内外)
見守り家庭

温度、明るさ、
人の動きなど

安否報告、異変通知

見守り・健康支援システム

2.地域資源を活用した産業づくり支援に関する研究

開発した手法の普及拡大
1)住民起業を支える手法の確立と検証 ・事業の事前評価

(町内波及効果)
・課題整理
・事業設計

・需要側分析 等

観光施設
整備

特産物
加工事業

自治体施策へコンサルティング

2)自治体の事業化戦略を支える
コンサルティング手法の検証と普及拡大

2)地域の移動資源を活用した交通シス
テム構築

3)「高齢者見守り・健康
支援システム」の実用化
に向けたシステム開発と

検証

地域運営組織の形成支援

○地域のインフラ管理
（水インフラ管理、除雪等）
○生活サービス運営

（交通等）
○持続性に資する収益事業

低コストで効率的な
地域運営の展開

1)2)で期待される効果
高齢者の安全・快適な

暮らしの実現

3)で期待される効果

1)2)で期待される効果

「共助」の展開

4)で期待される効果

生活サービス運営手法

共
助
を
促
す
公
助
の
仕
組
み

イ
ン
フ
ラ
管
理
手
法

4)地域運営組織の形成・活動プロセスに
関する研究多様な主体の参画

1)持続性の高い地域
水供給インフラの運
営・再編支援システ

ムの開発

コンサル手法の活用

自治体の産業振興計画立案支援・地域における産業振興推進

66
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むかわ町穂別地区 幌延町問寒別地区
地域運営組織（株式会社）設立 地域運営組織（NPO法人）設立

上記のほかにも、市町村等の実践と連携しながら研究を実施
学術的知見を得ることと現場の実践への適用・活用を同時に進行

「これからの地域運営実践ガイド」（および個別マニュアル）として整理

7

本研究で大事にしてきたこと

地域における実践との連携

下川町
コミュニティビジネス起業支援

下川町
ヒトモノ統合型輸送システムの実装

富良野市
小規模水インフラ運営の支援

（小課題1-4)地域運営組織）

8

代表的な成果(1)地域運営の主体づくり

いずれも主体形成まで到達 →一連のプロセスとツールを実践ガイドに整理
※成果は学術論文として建築学会計画系論文集に掲載決定

【1st】
地域課題把握・
将来見通し

【2nd】
地域活動の現状把握

【3rd】
事業検討・絞り込み

【4th】
組織事業評価

Ａ
地
域

Ｂ
地
域

合併で機能衰退

条件不利地で
機能衰退

①地域の現状調査
a.住基台帳による人口移動と課題
b.空き家調査
c.インフラ管理状況調査
d.商店の営業意向調査
e.地域活動調査

②住民WSによる検討
a.地域の現状と課題把握
b.目標像の検討
c.解決策の検討
→行政「まちなか再生基本構想」策定

③住民WSによる小規模実証
a.優先度、早期実現性などから
実証事業の検討
b.拠点運営の小規模実証
（拠点で野菜販売・コミレス）

④事業絞り込み・組織検討
・事業絞り込み
・拠点整備計画
・運営組織体制
・事業計画策定

①地域の現状調査
a.住基台帳によるヒトの移動と課題
b.空き家調査←役場
c.インフラ管理状況調査←役場
d.商店の営業意向調査
e.地域住民ヒアリングによる生活課題
と地域活動調査

③住民懇談会による検討
a.地域の現状と課題把握
b.目標像の検討
c.解決策の検討
→「幌延町地域づくりビジョン」策定

②行政・地域おこし協力隊による
小規模実証

a.政策課題の実証(移動支援)
b.ニーズを踏まえ実証（生活支援）

④小規模実証
・住民が実施主体となった実証

⑤事業絞り込み・組織検討
・事業絞り込み
・拠点整備計画
・運営組織体制
・行政の支援体制の検討

⑤経済性・社会性評価
（事前検討）
・社会性：ロジックモデル
の構築、アウトカム指標
の設定

⑤社会性評価
（事前検討）
・社会性：ロジックモデル
の構築、アウトカム指標
の設定

同時

R6年6月に
組織設立

R5年3月に
組織設立

※小課題2-2）
コンサルティング
手法とも連携

※
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（小課題1-1)水インフラ）

9

水インフラ運営・再編支援システムを構築→実践ガイドWebサイトで公開
※コスト予測モデルの成果は学術論文として土木学会論文集に掲載済

・制度上の分類
・給水人口
・配水能力
・維持管理主体
・水源
・処理方法など

条件に応じて初期コスト
と年間運営コストを推計

小規模水道は情報がほとんどない

どんな選択肢があるの？
いくらぐらいかかるの？
自分たちで管理できるの？
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再編シナリオの
条件を入力

運営再編の議論
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推計

コスト推計
プログラム

コストに加え、再編
により発生／削減さ
れる手間なども表示

結果の比較
現状

シナリオ1

シナリオ2

既存小規模水道の運営実態の
情報収集

水インフラ運営再編支援システム

地域の連携体制構築方法

代表的な成果(2)水インフラ運営再編支援システム

助言

大手宅配事業者２社

下川町

下川ハイヤー

道総研

地域おこし協力隊
委嘱

雇用

配送契約

調査
参画呼びかけ

調査
データ提供

協力依頼
(買物品配送事業)

町内の買物店舗

委託
(交通弱者
の送迎)

調査
データ提供

（小課題1-2)地域交通）
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ヒトモノ統合型輸送システムの効果検証（済）
利便性変化予測モデルの構築と地域類型化（済）

①ヒトモノ統合型輸送システム実証

②利便性変化予測

利便性変化予測

→実戦ガイドに掲載

※利便性変化予測モデルの成果は学術論文として都市計画論文集に掲載済

a b c d

同一の市町村内に宅配
便配送センターが立地

市町村外の20分以下の

範囲に宅配便配送セン
ターが立地

市町村外の40分以下の範

囲に宅配便配送センター
が立地

市町村外の40分以上の

範囲に宅配便配送セン
ターが立地

A スーパーとコンビニの
両方が存続確率20%以下 13 34 31 27

B
スーパーもしくはコン
ビニのどちらかが存続
確率20%~40%

4 4 2 2

C
スーパーもしくはコン
ビニのどちらかが存続
確率40%~60%

2 1

D
スーパーもしくはコン
ビニのどちらかが存続
確率60%~80%

4

E
スーパーもしくはコン
ビニのどちらかが存続
確率80%以上

30 11 6 8
既存店舗の活用を前提
とした対応

店舗の維持（地域運営
組織による存続を含
む）も含めた対応が必
要

宅配物統合輸送の可能性あり

統合型輸送のコスト削減効果を確認

店舗存続予測と宅配
拠点からの距離で類
型化

代表的な成果(3)移動資源を活用した交通システム
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市町村職員向け「これからの地域運営実践ガイド」

個別相談へ
の対応

「対応をすこし
具体的に考えてみる」

「地域と実践する」

・最小限の内容

「問題意識はあるが、
何からやればよいか
わからない」

冊子を179市町村に送付 Webサイトを開設
フリーアクセス

相談を受けて
個別に支援

・冊子版の内容
＋詳細情報、データ、ツール等

・一般公開不可の個別
データ提供

・実践ノウハウの提供

＜ユーザー（市町村職員）の段階＞

「これからの地域運営実践ガイド」
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

食改善事業 おひさま ワラベンチャー 老人クラブ 日赤奉仕団 町内会 盆踊り 諸会議 PTA

「これからの地域運営実践ガイド」の活用方法

冊子版 Web版

まずは手に取っていただく
データやツールも触って
みながら考えていただく

実践

12

市町村職員向け「これからの地域運営実践ガイド」

道総研オープンフォーラム（3/17）にて配布
179市町村への送付準備中

実践ガイド（冊子版）

＜目次＞

はじめに 

第1部 地域運営の主体形成編 
１章 地域運営の主体形成の必要性
２章 地域課題把握・将来見通し
３章 地域活動の現状把握と目標設定
４章 地域運営組織の事業検討・絞り込み
５章 地域運営組織の評価
６章 行政の支援

第2部 個別技術編
１章 地域と一緒に水インフラ運営再編を考えよう！
２章 地域の移動資源を活用した交通システム
３章 センサでそっとお年寄りの生活を見守ります
４章 コミュニティビジネスで地域に活力を！
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13

市町村職員向け「これからの地域運営実践ガイド」

実践ガイド（ウェブサイト）
実践ガイド冊子版の内容に加え、各種ツールやデータをウェブサイト
から利用可能

3月より試験公開
→オープンフォーラムに合わせて公開予定

14

市町村職員が地域住民を仲間に巻き込むためのツールとして

実践ガイドの活用を補助するミニマガジン

「地域運営LABO」

市町村職員向け「これからの地域運営実践ガイド」
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15

「実践ガイド」にかかる主な普及活動

・R6.10.9-11「道総研まちづくり塾2024」道総研レクチャー

・R6.11.12 「市町村職員政策研修会」話題提供・ワーク
(北海道市町村振興協会と共催)

・R7.02.13 「小規模多機能自治推進ネットワーク会議
北海道ブロック会議」での話題提供

(小規模多機能自治推進ネットワーク会議主催)

・R7.03.17 「道総研オープンフォーラム」での報告

・R7.03.19 「北海道の集落対策について考える
セミナー【仮】」での話題提供

(北海道地域創生局主催)

成果の普及

市町村職員政策研修会道総研まちづくり塾2024

16

今後の普及に向けた体制づくり

(1)ウェブベースでの市町村職員のネットワーク化
地域運営組織設立経験者を核に、Zoomを使った継続的な
意見交換・情報交換の場を設定（着手済み）

(2)北海道における中間支援体制づくりに向けて
・実践ガイドウェブサイトを中間支援の相談窓口として活用
（相談受付ページは組込み済、北総研で対応）

・すでに道内で活動している、大学、NPO、民間、行政などの
支援プレイヤーの把握とネットワークづくり（情報収集段階）

成果の普及

第1回地域運営組織形成に係る意見交換会
（R6.9.30）

小規模多機能自治推進ネットワーク
会議での意見交換（R7.2.13）


	スライド 1: 戦略研究の成果の概要
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16

